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2.9%
2.2%

4,509
5,344

連結業績ハイライト

1

（百万円）

2021.2期 2022.3期

【売上高】 親会社株主に帰属する

【当期純利益】

（利益率）

【営業利益】

前期比

▲33.2％

（利益率）

コロナ禍等、先行きの不透明感から大型設備投資が鈍化、
モバイル 店舗事業の落ち込みにより減益。

165 185

3.7% 3.5%

2021.2期 2022.3期 2021.2期 2022.3期

112.6％

（注）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。
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2017.2期 2018.2期 2019.2期 2020.2期 2021.2期 2022.3期

売上高 営業利益 営業利益率

2

年間業績の推移

（百万円）

5年間のCAGR*は▲1.6％

営業利益率
0.2ポイント下降

* Compound Annual Growth Rate 年平均成長率

（注）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。



営業利益の増減分析

3

（単位：百万円）プラス要因

マイナス要因

コロナ禍の影響も残る中、イベントの増加など活動の復調から
人件費、派遣費用が増加。

増加 増加 増加 増加 減少 減少 増加 増加 増加
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売上高

四半期連結業績の推移

4

DX推進など、企業環境の変化に伴なう法人需要が増加。
先行きの不透明感から緩やかな動き。

（百万円）

2020年2月期 2021年2月期 2022年3月期2018年2月期

通期営業利益率 5.7% 通期営業利益率 4.4% 通期営業利益率 3.7%通期営業利益率 4.4%

2019年2月期

420 435 458 412 415 414 414 426 452 466 449 416 397 395 383 409 421 400 378 
519 

137 44 

-4 

96 128 48 84 78 
151 4 57 32 56 30 27 49 103 

-21 

15 
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8.1%

3.1%

-0.3%

6.0%

8.0%

3.5%

5.4% 5.5%

8.8%

0.4%

4.0%
2.7%

5.2%

3.0% 2.5%
4.0%

7.6%

-2.1%

1.4%

4.9%

販管費 営業利益 営業利益率

通期営業利益率 3.5%

（注）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。
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販管費 従業員数 販管費率

販管費と人員の推移

（単位：百万円）

2020年2月期 2021年2月期 2022年3月期2018年2月期

通期販管費率 27.8% 通期販管費率 32.0%

5

（注） 従業員数 ＝ 四半期末時点の正社員 + 期間平均臨時雇用者（契約社員、嘱託、派遣社員等）

通期販管費率 32.2%

2019年2月期

通期販管費率 27.9%

イベントの増加、モバイル事業における出張販売を強化、
事業期間の変更による4Q(12～3月)の影響を受け増加。

通期販管費率 35.2%

（注）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。



6

ソリューション事業



7

経営情報ソリューションサービス

「情報インフラ」「情報コンテンツ」「情報活用」の3分野に対応した

ワンストップソリューションサービスを提供。

法人のお客様

情報インフラ

通信システムやセキュリティなど

企業の情報基盤を支えるシステム

モバイル・パソコン・電話

ネットワーク 等

情報コンテンツ

会計情報や活動情報活用のための

パッケージソフト、業務プロセス

基幹業務・企業活動情報等

情報活用能力育成

情報価値創造のための

活用能力育成およびサポート

情報活用アドバイス・操作教育等

【主要パートナー5社】 NTTドコモ・OBC・NEC・マイクロソフト・サイボウズ

経営情報ソリューションサービス
協立情報コミュニティーを核にサービスを提供。お客様の企業価値づくりに貢献。
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ソリューション事業＜年間業績の推移＞

（百万円）

DX化の浸透に伴い案件の増加、公共は堅調な動き。
コロナを含む先行きの不透明感から大型案件は鈍化。

（注1）全社共通費用の配賦基準を2021年2月期より変更したため、2020年2月期以前の数値につきましては、変更後の算定方法に組み替えております。

2018.2期 2019.2期 2020.2期 2021.2期 2022.3期

（注2）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。



緩やかながら中小規模案件の復調、事業年度変更による
4Q(12～3月) 活動期間増加の影響も受け、売上高増。
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26.6%

19.8% 20.4%

24.5%

31.0%
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21.0%
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26.5%
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18.6% 19.5%
21.6%

26.0%

22.0%
24.0% 23.9%

販管費 営業利益 営業利益率

ソリューション事業＜四半期毎の推移＞

9

（百万円）

通期営業利益率 26.1% 通期営業利益率 22.7%通期営業利益率 23.1%

（注1）全社共通費用の配賦基準を2021年2月期第1四半期より変更したため、2020年2月期第４四半期以前の数値につきましては、変更後の算定方法に組み替えております。

通期営業利益率 20.7%

2019年2月期 2020年2月期2018年2月期 2021年2月期

通期営業利益率 24.1%

2022年3月期

（注2）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。
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ソリューション事業＜営業案件の受注高と受注残高＞

（単位：百万円）

【四半期末時点の受注残高の推移】【受注高の推移】

（単位：百万円）

10

大型案件は先送りの動きが見える、中小規模案件は堅調。

（注）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。
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25.3%

32.9%
36.4%
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46.3%

62.9%

70.9%

57.2%58.6%
55.2%

50.0%

57.1%

24.5%

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

2013.2月期 2014.2月期 2015.2月期 2016.2月期 2017.2月期 2018.2月期 2019.2月期 2020.2月期 2021.2月期 2022.3月期

情報創造コミュニティー来場社数

イベントの増加、ウィズコロナの定着もあり参加は増加するが、
主流はオンライン参加。

（単位：社）

2013年6月
リニューアル

年間520社年間983社 年間1,233社 年間1,218社

11

年間940社

2015年1月
茅場町に移転

年間515社

2017年10月
八丁堀に移転

年間406社 年間640社

年間114社

新規来場社比率

年間208社

（注）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。

11



12

モバイル事業
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モバイル事業＜年間業績の推移＞

（百万円）

事業年度変更に伴う4Q(12～3月) 活動の増加、DX化浸透に伴う
案件の創出、店舗系は出張販売活動を強化し売上増加。

（注1）全社共通費用の配賦基準を2021年2月期より変更したため、2020年2月期以前の数値につきましては、変更後の算定方法に組み替えております。

2018.2期 2019.2期 2020.2期 2021.2期 2022.3期

（注2）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。
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4,131
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3,148

売上高
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122

営業利益

8.2% 8.4%
7.8%

9.8%

3.9%
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345 264
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122

販管費



1,809 2,103 2,495 2,593 2,579 2,779 2,516
2,063

1,484 1,744

800
946

1,000 982 872 889
863

608

412
543

676
537
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703

751

718

770
862

2013.2期 2014.2期 2015.2期 2016.2期 2017.2期 2018.2期 2019.2期 2020.2期 2021.2期 2022.3期

ＤＳ埼玉（4店舗） ＤＳ東京（2店舗） 法人営業

14

モバイル事業＜チャネル別売上高＞

2015年1月
DS八丁堀店が
茅場町に移転

営業利益率の変化
（イメージ）

（百万円）

（注1）2017年2月期より連結決算に移行しているため、それ以前は当社単体の数値を使用

働き方改革による法人需要の増加、店舗系は出張販売の
強化により営業機会を創出、売上増加。

2017年10月
DS茅場町店が
八丁堀に移転

（注2）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。
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モバイル事業＜四半期毎の推移＞

通期営業利益率 2.6%

15

ソリューション事業との連携活動の強化、および出張販売強化にて
売上高は増加、手数料条件変更の影響から営業利益は減少。

2020年2月期 2021年2月期 2022年3月期2018年2月期 2019年2月期

通期営業利益率 8.2% 通期営業利益率 8.4% 通期営業利益率 3.9%通期営業利益率 7.8%

（百万円）

（注1）全社共通費用の配賦基準を2021年2月期第1四半期より変更したため、2020年2月期第４四半期以前の数値につきましては、変更後の算定方法に組み替えております。

（注2）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。
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アンドロイド端末 iPhone Fフォン タブレット その他 iphone比率

モバイル事業＜携帯電話(注1) 販売台数＞

（注1） 携帯電話：スマートフォン、フィーチャーフォン、タブレット、データカードなど
（注2）「その他」は、データカード、らくらくホン、キッズケータイなど

（単位：台）
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通期合計 33,733台 通期合計 33,654台通期合計 45,914台

ソリューション事業との連携、出張販売強化、店舗スタッフのスキルアップ等
にて提案力を強化、法人・店舗とも販売台数は増加。

スマートフォンに占める
iPhone 比率

通期合計 41,016台

合計

（注2）

通期合計 28,205台

（注3）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。
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貸借対照表
キャッシュ・フロー計算書



2,808

2,924

5

205

5

△65

△29

△5

2021年2月末

現金及び預金

受取手形及び売掛金

棚卸資産

その他流動資産

有形・無形固定資産

投資その他の資産

2022年3月末

18

連結貸借対照表＜資産の部＞

増加 減少



2,808

2,924

126

49

△39

△21

2021年2月末

支払手形及び買掛金

その他流動負債

固定負債

利益剰余金

2022年3月末

連結貸借対照表＜負債・純資産の部＞

19

増加 減少

（単位：百万円）



主な連結経営指標

20

（単位：円）

【 効率性指標 】【 安全性指標 】

（注1）2017年2月期より連結決算に移行しているため、それ以前は当社単体の数値を使用

751.39

886.03
994.39

1,067.02 
1,182.91 

1,325.21 
1,420.50 

1,475.59 1,517.20 

108.15
182.42 163.21 121.64 164.52 193.61 144.54 110.42 96.39

39.2%
42.2%

49.1%
53.1% 55.4%

58.6%
63.6% 62.9% 62.1%

一株当たり純資産（BPS) 一株当たり当期純利益（EPS）

自己資本比率

15.0%

22.3%

17.4%

11.4%

14.6%
15.4%

10.50%

7.6%
6.4%5.7%

9.1%
7.9%

6.0%

7.9%
8.8%

6.5%

4.7%
3.9%

ROE ROA

（注2）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。
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-84 
-37 

141 

-56 
-80 

2021年2月期

通期

2022年3月期

通期

連結キャッシュ・フロー計算書

21

（単位：百万円）
◆営業活動によるキャッシュフロー

税引前当期純利益 +184百万円
減価償却費 +73百万円
売上債権の減少 △205百万円
棚卸資産の減少 ＋65百万円
法人税等の支払 △66百万円
その他 ＋90百万円

◆投資活動によるキャッシュフロー
有形固定資産の取得 △43百万円
その他 △13百万円

◆財務活動によるキャッシュフロー
配当金の支払 △65百万円
その他 △15百万円

営業活動による
キャッシュフロー

財務活動による
キャッシュフロー

投資活動による
キャッシュフロー

現金及び現金同等物の増減額 5百万円

（注）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。
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2023年3月期業績予想と
中長期戦略



2023年3月期連結業績予想

（百万円）
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DX化の浸透により、多様化する商品・サービスを
顧客に最適なソリューションとして活用提案を推進。

2022年3月期 実績 2023年3月期 予想

金額 売上高比 金額 売上高比 前年同期比

売上高 5,344 － 5,200 － －

営業利益 185 3.5% 220 4.2% －

経常利益 192 3.6% 230 4.4% －

親会社株主に帰属する当期純利益
四半期(当期)純利益

115 2.2% 140 2.7% －

１株当たり当期純利益(円) 96.39 － 116.94 － －

1株当たり配当金(円) 55 － 55 － －

（注）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。
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中長期戦略

■ 法人関連ビジネスの強化

■ 店舗ビジネスの変革

■ クラウドサービスの深化

■ レンタルサービスの拡大

■ サポートサービスの強化

■ 経営理念

■ ＳＤＧｓの取り組み

「中期経営計画2024」の「サステナブル経営の推進」
「事業別ポートフォリオの再構築」「継続収益の拡大」の基本方針を推進

２０２４年度
定量目標

■ 売上高 ６５億円
■ 営業利益 ４.２億円
■ 当期純利益 ２.８億円

■ 純資産 ２３億円
■ ＥＰＳ ２３２円
■ ＢＰＳ １，９０９円

サステナブル経営の推進 事業別ポートフォリオの再構築 継続収益の拡大

基本方針



新型コロナウイルス感染症に関する取組
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１．企業活動として、感染症拡大防止のため、商談のリモート実施や、イベントのWeb配信の利活用に努めるとともに感染症拡大に細心の
注意を払い活動をしております。

２．全社員に対し、マスクの着用を行うとともに、お取引先様との面談時にも全社員のマスク着用を徹底しております。

３．事務所内の換気をこまめに行うとともに、事務机、応接等に飛沫防止パネルを設置し、感染拡大防止に努めております。

４．新型コロナウイルス感染症の疑いのある社員及び社員と同居する家族に、37℃以上の発熱がある場合、当該社員は、感染予防の観点より
必要に応じ、在宅勤務（または自宅待機）としております。

５．新型コロナウイルス感染症の疑いのある社員及び社員と同居する家族に、味覚や嗅覚に異常が認められる場合、保健所等の指示を仰ぐとともに、
当該社員は、引き続き、在宅勤務（または自宅待機）としております。

６．社員が、感染者または濃厚接触者と認定された方と接触した場合、または接触の可能性が認められた場合は、直ちに、その旨を会社に報
告するとともに、自宅待機等しかるべき措置を実施いたします。

７．当社に来訪面談されるお取引先様におかれましては、引き続き、入室前にマスク着用およびアルコール消毒をお願いしております。また、
面談時に当社担当者より健康状態等について確認をさせていただいております。

※なお、来訪者およびその周囲の方が以下の場合は、当社への来訪をご遠慮願っております。
１）感染者または濃厚接触者と認定された方と接触した場合、または接触の可能性が認められた場合
２）本人及び本人と同居する家族や濃厚接触者が 37℃以上の発熱や咳、悪寒、味覚および嗅覚に異常が認められる等の症状がある場合

８．行動記録について
万が一、感染の疑いが発生した場合、行動履歴が特定できるよう努めております。

本方針は、本新型コロナウイルス事案が終息するまでとし、今後、感染状況、厚生労働省等の発表に鑑み見直しも含め検討してまいります。
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ご参考資料



要約連結B/S＜資産の部＞

（単位：百万円）
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（注）2022年３月期は決算期変更により事業年度末日が2月末日から、3月31日となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。

2021年2月末時点 2022年3月末時点

構成比 構成比 前年度末比

流
動
資
産

現金及び預金 941 33.5% 946 32.4% -

受取手形及び売掛金 414 14.7% 619 21.2% -

棚卸資産 270 9.6% 204 7.0% -

その他 85 3.0% 91 3.1% -

貸倒引当金 0 0.0% 0 0.0% -

固
定
資
産

有形固定資産 663 23.6% 633 21.7% -

無形固定資産 18 0.6% 18 0.6% -

投資その他の資産 415 14.8% 410 14.0% -

資産合計 2,808 100.0% 2,924 100.0% -



要約連結B/S＜負債・純資産の部＞

（単位：百万円）
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2021年2月末時点 2022年3月末時点

構成比 構成比 前年度末比

流
動
負
債

支払手形及び買掛金 292 10.4% 418 14.3% -

1年内返済予定の長期借入金 0 0.0% 0 0.0% -

未払法人税等 39 1.4% 38 1.3% -

賞与引当金 66 2.4% 47 1.6% -

その他 253 9.0% 234 8.0% -

固
定
負
債

長期借入金 0 0.0% 0 0.0% -

退職給付引当金 249 8.9% 249 8.5% -

その他 141 5.0% 120 4.1% -

負債合計 1,042 37.1% 1,108 37.9% -

株
主
資
本

資本金 203 7.2% 203 7.0% -

資本剰余金 147 5.3% 148 5.1% -

利益剰余金 1,418 50.5% 1,467 50.2% -

自己株式 △ 5 -0.2% △ 5 -0.2% -

その他の包括利益累計額 2 0.1% 2 0.1% -

純資産合計 1,766 62.9% 1,816 62.1% -

負債純資産合計 2,808 100.0% 2,924 100.0% -

（注）2022年３月期は決算期変更により事業年度末日が2月末日から、3月31日となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。



要約連結CF計算書
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2021年２月期
通期

2022年3月期

通期 増減額

営業活動による
キャッシュ・フロー

236 141 -

投資活動による
キャッシュ・フロー

△84 △56 -

財務活動による
キャッシュ・フロー

△37 △80 -

現金及び現金同等物
の増減額

113 5 -

現金及び現金同等物
の期首残高

779 893 -

現金及び現金同等物
の期末残高

893 898 -

（単位：百万円）

（注）2022年３月期は決算期変更により2021年３月１日から2022年３月31日までの13ヶ月となっております。従いまして、対前期増減率については記載しておりません。



55 50 50 50 50 55 55 55

30.1% 30.6%

41.1%

30.4%

25.8%

38.1%

49.8%

57.1%

2015.2期 2016.2期 2017.2期 2018.2期 2019.2期 2020.2期 2021.2期 2022.3期

1株あたり配当額 配当性向（単体） 配当性向（連結）

株主還元（配当）

（注）2015年2月期の配当金は、創業50周年記念配当金5円、
2020年2月期の配当金は、創業55周年記念配当金5円を含んでおります。

基本方針…株主への利益還元を経営の重要施策の一つと考え、継続的かつ安定的な
配当を実施

配当水準…配当性向30～40％程度を目途に、業績連動による適正な配当とともに
業績悪化時も一定水準を維持

【当期末の株価レンジと予想配当利回りのシミュレーション】
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【配当額と配当性向の推移】

*記念配当
（5円）含む

*記念配当
（5円）含む

（単位：円）

株価（円） 配当利回り

1,421 3.87%

1,441 3.82%

1,461 3.76%

1,481 3.71%

1,501 3.66%

1,521 3.62%

1,541 3.57%

1,561 3.52%

1,581 3.48%

1,601 3.44%

1,621 3.39%
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改正 電子帳簿保存法 実務対策フェア
税理士が徹底解説

2022年1/26(水)・2/24(木)
会場 協立情報コミュニティー

（東京都中央区八丁堀）

実施
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OBCパートナーアワード 2021-2022 地域優秀賞受賞

販売パートナー契約を結んでいる、株式会社オービックビジネスコンサルタント（以下、OBC）
より、「OBCパートナーアワード 2021-2022 地域優秀賞」を受賞いたしました。

「OBCパートナーアワード」は、奉行シリーズの販売実績ならびにその取り組みにおいて、年間
で優秀な成績を収めたパートナーの功績を称え、記念として贈られるものです。

地域優秀賞とは
全国の各地域において優秀な販売実績を
収められたパートナー様に贈られる賞です。



会社概要

【創 業】 1964年6月（1965年6月設立）

【本 社】 東京都港区浜松町一丁目9番10号

【資本金】 203,675,000円

【上 場】 2013年2月 東証JASDAQ上場（3670）

【従業員】 231名（2022年3月末現在 連結）

【事業所】

【連結子会社】 神奈川協立情報通信株式会社（2016年12月設立）

◼ 情報創造コミュニティー
東京都中央区八丁堀2-23-1 エンパイヤビル 2F

◼ 新宿支店
東京都新宿区西新宿1-3-13 ZenkenPlazaⅡ 10F

◼ ドコモショップ
東京・埼玉で6店舗運営
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（注） 従業員数 ＝ 四半期末時点の正社員 + 期間平均臨時雇用者（契約社員、嘱託、派遣社員等）
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情報をつくる、未来をひらく。

協立情報通信株式会社

本資料に関するお問合わせ先 総務課 IR担当

電話 03-3433-0247

E-mail ir@kccnet.co.jp

・本資料は、情報提供の実を目的としたものであり、特定の商品についての募集・投資勧誘・営業等を目的としたものではありません。

・本資料で提供している情報は万全を期していますが、その情報の正確性、完全性を保証するものではありません。

・本資料に記載されている見解・見通し・予測等は、資料作成時点での弊社の判断であり、今後、予告なしに変更される可能性があります。

・過去の情報は実績であり、将来の成果を予想するものではありません。

・本資料に記載されている会社名及び製品・サービス名等は、該当する各社の商標または登録商標です。

免責事項

mailto:ir@kccnet.co.jp

